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2012年 1月札幌市で 2人暮らしの姉妹が餓死するという事件が起こった．姉妹はなぜ生活保護を
受給できなかったのだろうか．本稿の目的は，個人の合理的な選択に深く入り込んでくる「非選択的
要素」を抽出しつつ，この問いを分析することにある．セン型社会的選択アプローチは，社会的決定
の手続きが，個人の選好の自由な表明，パレート原理，ならびに個人的決定権の尊重といった条件を
すべて満たしながらも，ある個人を死に至らしめる可能性を浮き彫りにした．潜在能力アプローチは，
彼女が描きうる将来の潜在能力像は厳しいものであることを明らかにした．申請すれば，「生活」の
見通しを高めることと引き換えに「自尊」の見通しを大きく狭める，しなければ後者を高めることと
引き換えに前者を狭めるおそれがあった．自分の取り得る行為の選択肢が何であるかを知ることがで
きず，生活と自尊の見通しを描くうえで十分な情報を得られずことができず，選択するうえで不可欠
な一緒に思量してくれる相談相手もいなかったとしたら，「本人が申請の意思を示さなかった」こと
をいったいいかなる意味で本人の自由意思の行使とみなせる．
JEL Classification Codes : I00

1．本報告の目的と関心

2012年 1月札幌市白石区で 2人暮らしの姉妹が

餓死するという事件が起こった．姉は失業中で，慢

性疾患を抱え，知的障害をもつ妹の世話をしながら

も求職活動を行い，3度にわたって区役所へ相談に

訪れていた．収入は妹の障害年金月額 66,008円の

み，家賃は滞納，国民健康保険も未加入状態にあっ

た．生活保護法が適用されたとしたら，当該世帯の

最低生活費は 184,720円と算出される1）．

姉妹はなぜ生活保護を受給できなかったのだろう

か．この疑問に対する区役所の回答はシンプルだっ

た．「（本人が）申請の意思を示さなかったから」で

ある．現行の生活保護制度が当是とする「申請主

義」のもとでは，この回答はそれ以上の議論を寄せ

つけない2）．姉妹に対する不当な権利侵害は何ら存

在しなかったという主張に真っ向から反論するのは

ことのほか難しい．

日本国憲法には生存権がある．だが，それに先立

つものとして幸福追求権があり，人格権があるとい

われる．ジョン・ロールズの正義論には，生存権を

支える「格差原理」があるが，それは明確に「平等

な諸自由と公正な機会均等」に優先されている．成

熟した市場経済制度のもとでは，生活保護の無受給

は，個人の私的権利領域における本人の選択を尊重

した結果であり，その選択は所与の制約条件下での

本人の（限定的であれ合理的な）選好を顕示したもの

と解されがちである．法も制度も学問も沈黙するし

かないのだろうか．

以下では，この問いに対して，「自由への権利

（right to freedom）」に対する 2つの厚生経済学的

アプローチを試みる3）．1つはアマルティア・セン

の「社会的選択アプローチ」であり，他の 1つは同

じくセンの「潜在能力アプローチ」である．以下で

は，この 2つのアプローチを採用する理由を簡単に

述べよう．

センは経済学において自由の概念を探究した点で

知られる．その視角は多岐にわたる．Collective

choice and Social Welfare（Sen, 1970a）ではパレート

原理とリベラル条件の対立という構図からケネス・

アローの一般可能性定理を読み替えた．アローの一

般可能性定理は，社会構成員個々人の選好をもとに
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社会的選好を導出する手続き（社会厚生関数）の中で，

4つの条件（「定義域の普遍性」，「パレート原理」，

「無関連対象からの独立性」，「非独裁制」）を一般に

すべて満たすものは存在しないことを示す4）．セン

は，アローの定理における「無関連対象からの独立

性」と「非独裁制」の条件を「リベラル条件」に替

えて，同じく不可能性を示した．後述するように，

「リベラル条件」とは，社会的に選択される選択肢

の集合から，ある社会状態（選択肢）を排除する「個

人の決定権」を指す．それは個人の価値（選好，評

価，利益）が社会状態を規定するという意味で，強

い「自由への権利」を表す．

さらに，Development as Freedom（Sen, 1999a）で

は，「道具的諸自由」（政治的自由，経済的便宜，社

会的機会，透明性のある保証，保護的保障など）を

連携させながら，「本人が価値をおく理由のある生

を送れること（to lead the kind of lives they have

reason to value）」という「包括的自由」に近づく

経済発展の枠組みを示した．この包括的自由をとら

えるにあたって，センは，また，「行為主体的自由」

と「福祉的自由」という 2つの概念を提出した．

行為主体的自由は，本人の目的や行為にかかわる

自由であり，選択における本人の意思や選好が尊重

されることに着目する．対して，福祉的自由は，社

会的に実現される個人の帰結的な状態（福祉）にかか

わる自由（「潜在能力」と呼ばれる）であり，本人の

利益（享受しうる価値）が直接（本人の意思や選択を

かならずしも通さずに）尊重されることに着目する．

行為主体的自由は，主に主観的指標，例えば効用や

満足などを通じて捕捉される．福祉的自由は，それ

に加えて，客観的指標，例えば，本人と同じ境遇に

ある人々の位置依存的評価などによって捕捉される．

本稿が採用するセンの「社会的選択アプローチ」

は，主として「行為主体的自由」の保障の観点から，

また，「潜在能力アプローチ」は，主として「福祉

的自由の保障」の観点から，「（本人が）申請の意思

を示さなかったから」という言明に接近することを

可能とする．はたしてそこで尊重されている自由と

は，いかなる性質のものなのか．

本事件に関しては，すでにいくつか優れた調査や

研究がある．現在の日本の生活保護法の運用方法や

改定方針に関しても，多くの重要な知見が提出され

ている5）．本稿が，それらとは異なる経済学的アプ

ローチで，問題に接近する意図は次の点にある．

第一に，経済学は，個人が，所与の制約条件の下

で，本人の選好・評価に基づいて合理的に選択する

ことを前提としたうえで，本人の合理的選択を支え，

制約する外的諸条件のありようを問う分析視座を提

供する．そこにはリベラリズムの本質である個人尊

重主義の思想，ならびに，個人の個体性と主体性を

機能的にとらえる視点が凝縮されている．本稿が依

拠するセンの 2つのアプローチは，この経済学の分

析枠組みを基本的には踏襲しつつも，そのいくつか

の仮定や前提をラディカルに批判し，人間の選択の

条件により近づこうとする点に特徴ある6）．本事件

は，戦後日本におけるリベラリズム思想の浸透と社

会保障制度の発展のただ中で起こった．2つのアプ

ローチによる本事件の分析は，現代福祉国家の死角

を照射し，留意点を示唆する．

第二に，とはいえ，以下で明らかになるように，

センの 2つのアプローチに基づく本事件の分析は学

問的枠組から越え出ていない．現実の問題を理解し

ようとする際に，一定の様式に制約された学問の枠

にとどまることには限界があり，無駄もある．だが，

現実の法・制度の運用や実践のみならず，人々が

日々つくり，たえずつくりかえている規範意識が学

問の影響を色濃く受けていることもまた確かである．

学問の様式を採り，学問の言葉を利用しながら，経

済学の学問的共同体―グローバルな経済学市場で

はなく―に貢献することには何がしかの意味があ

るだろう．

以下では，センの「社会的選択アプローチ」に基

づく分析から始めたい．その準備として，次節では，

同アプローチのもととなる「パレート派リベラル不

可能性定理」を検討する．

2．パレート派リベラル不可能性定理

（A. Sen, 1970a, b）

（1）定理の概要

「パレート派リベラル不可能性」（あるいはリベラ

ル・パラドックス）とは次の内容を指す．選好に関

する個人の平等な自由が保証されている（定義域の

普遍性）としたら，ある選択肢ペアランキングに関

する全員一致の尊重（パレート原理）が，ある選択肢

ペアランキングに関する「個人の決定権」（リベラル

条件）と抵触する可能性のあることを，論理的には
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否定できない．

はじめに，このパラドックスにおいて問題となる

「自由」について注記しよう．ここには，2つの自

由概念が伏在する．第一は「定義域の普遍性」に含

意された自由であり7），個人の意思・選好表明に関

する社会的介入の禁止を要請する8）．ただし，個人

の表明した意思・選好が，実際に社会的決定におい

て実現されるかどうかは問わない．

第二はセンが「リベラル条件」と呼ぶものである．

それは社会的決定における「個人の決定権」を直接，

意味する．すなわち，ある 1対の選択肢に関して，

個人が一方を他方より優位に置くとしたら，それを

含む限り，任意の選択肢集合から本人が劣位に置く

選択肢（社会状態）を社会的に選択することが阻止さ

れる．注記すれば，これは本人が優位とする選択肢

の実現を常に保障するわけではないので，より正確

には排斥権であるが，以下では煩雑さを避けるため

に「個人的決定権」と呼ぶ9）．

パレート条件は，だれか個人ではなく，全員が一

致してある選択肢を劣位に置くとき，そのときはじ

めてその実現を阻止できる，という一種の「集合的

決定権」を指す．これは，当該構成員以外の決定力

を牽制しているという意味で，また，どの個人も等

しく「集合的決定権」の成立を等ウエイトで阻止で

きるという意味で，民主主義を表す条件といって差

し支えないだろう．付記すれば，社会的決定にあた

っては，すべての個人の選好は等しいウエイトでカ

ウントされるという社会的選択理論の隠れた前提も，

民主主義の条件を表す．

いま，少なくとも 2人の個人が，少なくとも一対

の選択肢に関して「個人的決定権」をもつことは至

極当然だとしよう．それを不可能とする原因は，パ

レート原理という民主主義の条件と，定義域の普遍

性という自由の条件にあることになる．「パレート

派リベラル不可能性定理」は，カール・シュミット

ら多くの政治哲学者が長く指摘してきた自由主義と

民主主義との隠れた相克を，1つの定理とその証明

に縮約したものといえるかもしれない10）．

（2）論理的な解法

定理の提出後，センはただちに，「パレート原理」

の批判に向かった．「定義域の普遍性」条件のもと

では，パレート原理の倫理性は自明とは言えないか

らである．センは，個人の選好を，本人が社会的に

表明しようとする選好（「公共的判断」）とそうでない

ものとに分け，後者ではなく，前者の公共的判断に

パレート原理を適用するように提案する．そして，

「リベラル条件」を規範として受容し，それと整合

的であるように自己の「公共的判断」を構成する個

人を想定する．そのような個人がたった 1人でも存

在するとしたら，パラドックスは解消可能であるこ

とが定理として示された（Sen, 1976 ; Suzumura,

1978, 1979；議論の骨子については補論参照のこ

と）．

資源分配の基準としては，パレート原理は十分条

件とはいえないことは他の経済学者によっても指摘

されている．だが，パレート原理は必要条件ともい

えないと指摘する論者は多くない．センはさらに，

パレート原理の倫理性を問うた点で，しかもその倫

理性を，個人の道徳的資質としてではなく，公共性

の観点からとらえた点で，ユニークである．それは，

のちに公共的理性や討議といった議論につながって

いく．

（3）パレート派リベラル不可能性定理の射程

センの批判は，さらに，「位置（ポジション）独立

性」条件に向かった．ここでいう「位置（ポジショ

ン）独立性」条件とは次の内容を指す11）．

ある選択肢ペアに関して，そのペアに関する人々

の選好プロファイル上のランキングが同一である限

り，どんな選好プロファイルのもとであっても，他

の選択肢との位置関係からは独立に，同一の社会的

ランキングを付与すべし．

文頭の「ある」を「任意の」に替えると，ケネ

ス・アローが提出した「無関連対象からの独立性」

条件となる12）．センはパレート派リベラル不可能性

定理には，この条件は課されていないことを強調す

る．その一方で，センは「パレート条件」にもまた

独立性の条件が内包されていることを指摘する．パ

レート条件は，任意の選択肢ペアに関して，全員が

同一のランキングを表明する限り，任意の選好プロ

ファイルのもとで，他の選択肢との位置関係からは

独立に，同一の社会的ランキングを付与すべし，と

要請するからである．

ここでは，「個人の決定権」もまた位置独立性の

条件を内包していることを指摘しておく．それは，
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少なくとも 1つの選択肢ペアに関しては，ある個人

が同一のランキングを表明する限り，任意の選好プ

ロファイルのもとで，他の選択肢との位置関係から

は独立に，同一の社会的ランキングを付与すべし，

と要請するからである13）．

先述したように，「定義域の普遍性」条件は，上

文の「任意の」選好プロファイルの範囲を，「論理

的に可能なあらゆる」とする．それは，人々に賦課

され，受容されることが予定された，つまりは人々

の思考・評価様式を統制することになる法や制度に

関して，高度な一般性・普遍性を要請することを意

味する．先には，この条件に，個人が表明する意

思・選好への介入禁止という狭義の自由主義を読み

取った．留意すべきは，個々人に許容された自由の

範囲が広ければ広いほど，それを統治する法や制度

の力は強められる点である（個々人の自由なふるま

いをものともしない秩序の体系という意味で）．

続くセンの批判の行き先は，この狭義の自由主義

のもとで，任意の選好プロファイル，任意の実行可

能集合に対して適用可能な，一般的かつ完備的な，

そして高度に抽象的なルールについて語ること，そ

の論理的存在不可能性あるいは可能性を証明して物

語を閉じることそれ自体へと向かった14）．なぜなら，

実践的には，多くの困難事例の具体的な解釈・運用

が司法的・行政的裁量に委ねられる一方で，司法

的・行政的裁量の結果は，その内容がいかなるもの

であろうとも，一般的かつ完備的な，そして高度に

抽象的なルールの名によって正統化されるおそれが

あるからである15）．

（4）パレート派リベラルの課題

パレート・リベラル条件の両立性に関する議論も

また，すべての個人の権利領域が整合的となる権利

体系の存在を前提とする（本稿補論参照のこと）．だ

が，権利に即してより深刻な問題は，権利間の不整

合性の問題である．それは（個々人の選好を所与と

した）個人間の権利の衝突という問題にとどまらな

い．個人内における複数の権利間の衝突，あるいは，

ある個々の権利と意思決定プロセスへの参加の権利

との不整合性などもある．例えば，行為の自由と労

働の自由と生存の自由といった権利間のバランスづ

け，あるいは，個々の権利と，それらをバランスづ

ける権利との関係は決して自明ではない．現実のい

くつかの出来事は，特定の文脈において，個人の特

定の種類の権利が優先的に，ときには本人の意思決

定に先回りした形で提示される必要性のあることを

示唆する．

これらの問題を考察するためには，個々人の序数

的・個人間比較不可能な選好順序の形式的集計とい

う枠組みを越えて，社会的選択の状況に分け入る必

要がある．個人の自由と権利に関するセンの関心の

広がりは，アロー型社会的選択理論の拡張と深化を

もたらすことになった．詳細は省くが，ここでは，

それを「セン型社会的選択理論」と呼び，次節では，

冒頭で紹介した事例の分析を通じて，その特徴を確

認したい．

3．セン型社会的選択アプローチに基づく事例分析

（1）基本モデル

一定数の構成員からなる社会を想定する．個々人

は，一定の非空の選択肢集合に対して，反射性，非

循環性を満たす選好を表明するものとする．この

個々人の表明する選好プロファイルをもとに，一定

の選択肢集合から非空の部分集合（すなわち「選択

集合」）を特定する方法を16），ここでは「社会的選択

関数」と呼ぶ17）．「社会的選択関数」は，次の 2つ

の条件を満たすものとする．

「パレート原理」：任意の一対の選択肢 xと yに関

して，すべての個人が xを yより好むとしたら，x

を含む選択肢集合から（xが利用可能である限り），

yが社会的に選択されてはならない．

「個人の決定権」：ある一対の選択肢 xと yに対し

て，ある個人が xを yより好むとしたら，xを含む

選択肢集合から（xが利用可能である限り），yが社

会的に選択されてはならない．同様に，yを xより

好むとすると，yを含む選択肢集合から（yが利用可

能である限り），xが社会的に選択されてはならな

い．

加えて，社会的選択関数は基本的に，「定義域の

普遍性」，すなわち，個々人は各選択肢集合上にい

かなる選好をももつことができる，という要請を満

たすと仮定する．ただし，この要請は緩めることが

できる．
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（2）分析

いま，姉（個人 1）が，自分の取り得る行為として，

職員（個人 2）から，｛求職する，求職しない，申請

する，申請しない｝という 4つの選択肢が提示され

たとする18）．個人 1は，また，次の一対の選択肢に

関しては「個人的決定権」をもつことが告げられた

とする．

個人 1 の「個人的決定権」：｛申請する，申請しな

い｝

ここで，個人 1も 2もこれらの 4つの選択肢に関

していかなる選好ももてることが了解されたとしよ

う．そのうえで，個人 1と個人 2は以下の選好を表

明したとする（左端が最も好ましい．右にいくほど

好ましさが減る）．また，2人を除く社会構成員の

選好はすべて個人 2と同じであると仮定する．

個人 1の選好：求職する，申請する，申請しない，

求職しない

個人 2の選好：申請しない，求職する，求職しない，

申請する

これは個人 1もまた，申請しないことと比べて申

請することを好ましいと判断する一方で，申請する

よりも求職する方が望ましいという判断を個人 2と

共有していることを示す．また，個人 2は（2人を

除く他の社会構成員もまた），個人 1が申請しない

ことを何よりも望んでいることを示している．以上

の仮定の下で，上述のパレート原理と「個人の決定

権」条件を満たす社会的選択関数が，どのような社

会的決定をもたらすか，調べよう．

まず，全員一致で，「求職する」を「申請する」

よりも，また，「申請しない」を「求職しない」よ

りも望ましいとしているので，パレート原理より，

「申請する」と「求職しない」が選択集合から外さ

れる．また，個人 1の「個人の決定権」より「申請

しない」が外される．

以上より，「求職する」が，それのみが選択集合

に残され，その結果を受容した個人 1は，生活保護

を申請することなく，求職すべく帰路についた．

3点注記する．第一に，上記ではもっぱら個人 1

の行為をもって選択肢が記述された．それに対して，

次のように個人 2（＋国民）の状態を含む形で拡張さ

れた選択肢が示されたとしよう．すなわち，個人 1

が申請する（＋受給する）と個人 2の負担増となり，

個人 1が求職者支援制度を利用すると個人 2の負担

減となり19），個人 1が申請も求職もしないと個人 2

に影響はない．このとき，個人 1，2の選好はそれぞ

れ次のように拡張される．

個人 1の選好：（求職する，負担減），（申請する，

負担増），（申請しない，変化なし），

（求職しない，変化なし）

個人 2の選好：（申請しない，変化なし），（求職す

る，負担減），（求職しない，変化な

し），（申請する，負担増）

さらに，拡張された選択肢のもとで，個人 1の決

定権は｛（申請する，負担増），（申請しない，変化な

し）｝上に定義し直され，個人 2も｛（求職する，負担

減），（求職しない，変化なし）｝という 2つの社会状

態に関して「個人的決定権」を賦与されたとする20）．

加えて，個人 1の選好が，下記のように，（求職し

ない，変化なし）を（求職する，負担増）よりも高く

評価するように変化した場合，選択集合は空となる．

このとき，センのいうリベラル・パラドックスの発

生が確認される．

個人 1の選好：（求職しない，変化なし），（申請す

る，負担増），（申請しない，変化な

し），（求職する，負担減）

個人 2の選好：（申請しない，変化なし），（求職す

る，負担減），（求職しない，変化な

し），（申請する，負担増）

第二に，いま，個人 2が，「個人の決定権」を規

範的に受容して「公共的判断」を形成し，それを表

明したと仮定する．具体的には，｛（申請する，負担

増），（申請しない，変化なし）｝という 2つの選択肢

に関して，個人 1と同様の評価に変えたとする．そ

のとき，2人の選好は次のように改変される．

個人 1の選好：（求職する，負担減），（申請する，

負担増），（申請しない，変化なし），

自由の価値の物語り 151



（求職しない，変化なし）

個人 2の選好：（求職する，負担減），（求職しない，

変化なし），（申請する，負担増），

（申請しない，変化なし），

このもとで先の手続きを適用すると「求職する，

負担減」のみが選択集合に残される．したがって，

この場合も，個人 1が生活保護を申請しないという

先の結論は覆されない．

第三に，最初の選択肢集合に戻って，個人 1 が

「申請する」を自らの選好順序のトップに据えるケ

ースを考察しよう．このとき，2人の選好は次のよ

うになる．

個人 1の選好：申請する，求職する，申請しない，

求職しない

個人 2の選好：申請しない，求職する，求職しない，

申請する

この状況では，「パレート原理」と「個人の決定

権」条件のもとで，「申請する」「求職する」という

2つの選択肢が選択集合に残される．いずれか 1つ

に決定するためには第 3の基準が要請される．いま，

第 3の基準として「社会的決定を保留する」が適用

されたとしよう．この場合には，個人 1はやはり申

請に一歩踏み出せないまま帰宅するという結果に帰

着する．選択肢集合のそれ自体の改変による解決法

については以下の第 4節で論ずる．

（3）注記―社会的選択モデルの妥当性について

上記のモデルは，姉の置かれた状況を，2人の対

称的プレイヤー間のゲーム的空間ではなく，日本の

社会が凝縮された社会的選択空間におく．そもそも

このような状況設定は適切だろうか．

もし，職員が，独自の利益・目的をもった行為主

体として振る舞うのだとしたら，また，窓口を訪れ

た人（姉）が，職員はそう振る舞うであろうことを予

想しつつ，それに対応しようとするのだとしたら，

社会的選択モデルは適切ではないだろう．

だが，次の仮定が成り立つとしたら，社会的選択

モデルを採用することには理がある．すなわち，第

一に，職員（個人 2）は，自らの「職」の本質的役割

を，訪れた人の取りうる行為について，本人の権利

と意思を尊重したうえで，より望ましい社会的意思

決定をなすことだと考え，そう振る舞う．第二に，

姉（個人 1）にとって，職員は，後述する相談者とい

うより，社会の良識（カントのいう「共同体の感覚

（gemainshaftlicher Sinn）」）21）の表象として立ち現

れる，第三に，望ましい諸基準を満たす社会的選択

手続きのもとで，個々人の選好をもとに得られた結

果を，個人は，少なくとも理性的には否定できない

とする22）．

最後の点について補足しよう．トマス・スキャン

ロンによれば，「人が合理的に何を斥けられるかは，

（その人の生活の中で重要な目的と条件のみならず），

その人が生きている社会に依存してもいる」．本事

件で姉は，「申請する，しない」という選択肢と

「求職する，しない」という選択肢が並置された状

況で，「求職する」を「申請する」より好ましいと

する良識を合理的には斥けられなかった可能性があ

る．また，たとえ自己の利益に反した結果がもたら

されようとも，適正な手続きでもたらされた限り，

少なくとも理性的には否定できない「合意」である

として，彼女の再反論を封印したおそれがある．こ

のような場合には，少数の個人の間の対面的状況で

あっても，「社会」の凝縮された空間として捉える

社会的選択モデルが適している．

（4）行為主体的自由再考―選択肢集合の決定プロ

セスへの参加―

以上の分析をもとに最初の問いに戻ろう．はたし

て，この社会的意思決定プロセスで，個人 1の行為

主体的自由は尊重されたといえるのだろうか．個人

1は，「申請する，しない」に関する決定権を保証

された．個人 1はどんな選好をも表明することが許

された（定義域の普遍性）．個人 1の決定権はパレー

ト原理を満たす手続きによっても否定されることは

なかった．この状況で個人 1が「社会的選択」（2人

を除くすべての社会構成員をも含めた）結果を受容

して「申請しなかった」のだとしたら，行為主体的

自由は尊重されたといってよさそうだ．

だが，ここにはもう一つ考慮すべき問題がある．

センが指摘するように，個人の選択は，選択肢集合

に依存して（参照する外的基準の変化を通して）変化

することがある．そもそも彼女は選択肢集合の設定

に関与することができたのだろうか．関与すること
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ができたとしたら，違った結果がもたらされたのだ

ろうか．予想される答えは，後者に関して肯定的で

あり，前者に関して否定的である．この点を確認す

るために，次に反実仮想的な分析を加える．

いま，個人 1のとりうる 4つの選択肢が次のよう

に拡張的に改変されたとしよう（下線部は基本モデ

ルと同じ）．｛求職して申請する，求職して申請しな

い，求職せずに申請する，求職せずに申請しない｝．

選択肢の改変に伴い，個人 1の決定権も，｛求職し

て申請する，求職して申請しない｝へと改変され23），

また，個人 1と個人 2（ならびにその他の人々）の選

好も次のように改変されたとする．

個人 1：求職して申請する，求職せずに申請する，

求職して申請しない，求職せずに申請しな

い

個人 2：求職して申請しない，求職して申請する，

求職せずに申請しない，求職せずに申請す

る

ここに，上記の社会的選択関数を適用すると，パ

レート原理より，「求職せずに申請する」と「求職

せずに申請しない」が外される．個人の決定権の尊

重より，「求職して申請しない」も外され，「求職し

て申請する」のみが残される．その結果を受容した

としたら，個人 1は，生活保護を当日申請し，かつ，

求職すべく帰路につくであろう24）．

この反実仮想的な推論は，個人 1の選好が，提示

された選択肢集合それ自体に制約されていた可能性

のあることを示す．しかも，彼女は，十分な情報の

下で，自分の取り得る選択肢集合を共に画定するプ

ロセスに参加できなかったことを示す．これらが事

実だとしたら，彼女の行為主体的自由が保障されて

いたといいきることは難しい．

以上で，パレート派リベラルに基づく分析を終え

る．分析の含意に関するさらなる考察は結論に回し，

続いて，行為の選択がもらす個人の状態，福祉的自

由（well-being freedom）の分析に移る．行為の選択

の結果，予想される状態が，姉に，「申請する」こ

とをためらわせた可能性があるとして，はたしてそ

れが本人の「選択」といえるのか．確認したい．

5．潜在能力アプローチに基づく福祉的自由の分析

潜在能力アプローチは，多様な資源を用いて個々

人が，実際にいま，何をなしうるか，どのように在

りえるか，すなわち，個人の福祉的自由に接近する

ことを目的とする．はじめに，このアプローチの操

作的定式化を試みる．

（1）基本モデル

個人の潜在能力は，本人が利用可能な資源（財）と

それを利用する本人の能力（「利用能力」）によって実

現可能となる機能ベクトル（さまざまな行いや在り

ようの束）の集合として定義される．資源と利用能

力が一定であっても，その使い方を変えることによ

って，異なる機能ベクトル（機能ベクトルはそれぞ

れ諸機能の異なる達成水準から構成される）が達成

可能となる．潜在能力はその達成可能性と限界を示

す．

経済学では，個人の機会集合は，例えば，財空間

上で個人が選択可能な消費点の集合として表される．

また，機会集合の大きさは資源制約条件を，境界線

（フロンティア）の形状は諸財の相対価格を表す．さ

らに，個人の選好（効用関数）は財空間上にプロット

される無数の消費点に関して定義され，いくつかの

仮定のもとに，それぞれの機会集合上で最大の効用

をもたらす「最適点」が特定される．

この枠組みを援用すると，個人の潜在能力は，実

数値空間の部分集合である機能空間上で選択可能な

機能ベクトルの集合として表される．潜在能力の大

きさは資源制約条件を，境界線の形状は諸機能間の

転形率の変化を表す．個人の選好は機能空間上で諸

機能ベクトル上に定義される．潜在能力上で最も選

好される点が最適点とされる．

さらに，資源制約条件の変化が潜在能力にもたら

す影響を分析するために，ここでは次の 3つの空間

からなる基本モデルを構成する．すなわち，

①「機能空間」

②「資源（財）―機能空間」

③「資源（財）空間」

である．①と③は②を媒介として連結される（例え

ば図 2参照のこと）．

機能の具体的リストと対応する資源のリスト，さ

らに利用能力リストは主題に応じて定められるもの
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とする25）．また，各空間で定義される「潜在能力」

（集合），「資源（財）利用能力」（関数），「選好・評価」

（関数）は，通常，それぞれ凸性，凸性，準強凹性を

満たすことが仮定されるが，主題に応じてその仮定

が緩められる26）．

（2）機能空間の特定

ここでは 2 種類の機能，「自尊を保つ」ことと

「ふつうに生活する」ことに着目し，それらを x軸，

y軸にもつ機能空間を構成する．各機能の達成水準

は少なくとも序数的に個人内・個人間比較可能な尺

度で測定可能とする27）．また，議論の単純化のため

に，機能ベクトル上に定義される個人の選好は経済

学における通常の合理性の仮定（反射性，推移性，

完備性，さらには単調性など）を満たすものとする．

現在の個人 1（姉）の状態（b点）は，生活保護を

受給しない場合（b点）より，いずれの機能において

も高いこと，生活保護を受給した場合（b'点）と比

べると，「自尊」機能に関してはより高いが，「生

活」機能に関してはより低いことを仮定する28）．

「生活保護の申請をしなかった」姉の行動に接近

するにあたって，個人の潜在能力を「生活」と「自

尊」からなる機能空間でとらえ，さらに，3つの点

をこのような位置関係にプロットする根拠は次の点

にある．

先に述べたように，生活保護制度は受給の開始・

継続要件として，資産（「生命保険，マンション，そ

の他「高価な物品」，私的扶養・贈与）を貨幣所得に

還元し「消費」し尽すことを求める．だが，資産に

は信用や信頼，評判，威信（prestige）など，まさに，

ロールズが「自尊の社会的基盤」と呼ぶものが付随

している．

ここでいう「自尊（self-respect）」は，他者との

格差（優劣関係）上にではなく，自分の状態に定義さ

れる点で，また，他者からの評価によってではなく，

自分の省察によってもたらされる点で，「自己評価

（self-esteem）」とは区別される29）．現代社会におい

ては，他者との格差や他者からの評価から切り離さ

れた「自己評価」を保つことは困難であろう．例え

ば，自己の資産に二束三文の値がつけられたとした

ら，自己評価が大きく低下し，自尊も脅かされかね

ない．だがその場合でも，自己の歴史に照らした資

産の意味と固有の価値が確認されるとしたら，「自

尊」を保ち続けることができるかもしれない．

本稿が「生活」と並ぶ独自の機能として「自尊」

に注目した理由は，リベラリズムの浸透とともに，

個々人の生においてその重要性が認識されるように

なったにもかかわらず，「自尊の社会的基盤」は，

ついぞ社会的な保障の対象とされることがなかった，

そのことの意味を，個人の合理的行動との関係で掘

り下げたいからである．

（3）分析例

はじめに，生活保護の受給あるいは無受給という

2つの状態が同一の潜在能力上にあるケースを考察

する（図 1）．

定義より，同一の潜在能力上にある点とは，本人

の選好（それのみ）に依存して，個人が選択できる点

である．このケースでは，それは，生活保護無受給

状態（b点）にある個人が，例えば資産等を売却し，

「自尊」の一定単位の低下と引き換えに，「生活」が

より高い生活保護受給状態（b'点）へ移行すること

も，また，生活保護受給状態（b'点）にある個人が，

資産を購入し，b点に戻ることも，どちらも可能で

あることを意味する．

このような状況で，ある個人が生活保護無受給の

状態 b点にとどまるのだとしたら，それは本人の選

好に基づく選択だと解釈して差し支えないだろう．

いずれも本人にとって選ぼうと思えば選ぶことので

きる点であり，選ばれなかった点は，依然として，

選ぶことのできたはずの点として認識されていると

したら，そのうえで本人が生活保護を受給しないと

したら，それは紛れもなく本人の自律的選択であり，

それを合理化する選好とは，図 1にあるような「生

活」よりも「自尊」を偏重する傾向のある選好なり

と言って構わない．

だが，実のところ，生活保護の受給は，「生活」

を上昇する代わりに「自尊」の低下を招くにとどま

らない．それは，潜在能力それ自体を変容させる可

能性があった．すなわち，「自尊」のより高い達成

可能性をもつ潜在能力から，より低い達成可能性を

もつ潜在能力へと変容させる可能性があった．もし，

姉が迫られた選択が，このような状況下での選択で

あるとすると，その意味は大きく変わってくる．次

節で詳しく検討しよう．
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6．潜在能力アプローチに基づく福祉的自由の分析

（1）資源空間における機会集合と潜在能力の変容

まず，上述した機能空間に対応する資源空間を所

得と資産という 2つの互いに独立な要因でとらえる．

各要素の賦与量と所得と資産の相対価格を所与とし

て，資源の機会集合が定まる30）．一般に，所得ある

いは資産の賦与量の変化は機会集合を縮小させる．

所得と資産の相対価格の変化は機会集合の形状を変

える．ここでは，生活保護受給・無受給の判断時に

は，現在よりも姉妹の所得が減少していること，資

産の相対価格が低下していることを仮定する．すな

わち，機会集合は，所得の実現可能性が大きく低下

した形状のものへと変化したと仮定する．

続いて，所得を変換し，「生活」機能を生み出す

「所得 - 生活空間」を個人の「所得利用能力」を媒

介として構成する．また，資産を変換し，「自尊」

を生み出す「資産 -自尊空間」を個人の「資産利用

能力」を媒介として構成する．一般に，「所得利用

能力」は本人の健康状態等によって，「資産利用能

力」は本人の意味解釈によって上下方にシフトしう

る．ここでは，姉が内蔵疾患未治療であったことか

ら，所得利用能力が下方にシフトすることを仮定す

る一方で，自尊を保つ本人の力（資産利用能力）には

変化なしと仮定しよう．

この枠組みのもとで，機能空間において，生活保

護受給時・無受給時の潜在能力をそれぞれ推論する．

まず，生活保護無受給の場合には，所得の減少に伴

い，財（所得 - 資産）空間において，個人の所得-資

産集合は縮小する．それが所得利用能力の低下と合

成され，「生活」達成可能性が大きく低下する．そ

の一方で，自尊の達成可能性については維持される．

それに対して，生活保護を受給する場合には，

「生活」達成可能性の低下は緩和される．その一方

で，「生活」と「自尊」という 2つの機能間の限界

転形率は，一定の機能ベクトル点を境にして，大き

く低下する．そこでは，あえて「生活」機能を低下

させながら「自尊」機能を向上させるといった機能

間の代替的選択が困難となる（図 2参照のこと）．

（2）機能ベクトル上の選好と潜在能力のもとでの最

適点

続いて，それぞれの潜在能力のもとで，機能ベク

トルに関する個人の選好に照らし，最も高い評価を

もたらす最適点を調べよう31）．図 3において，無受

給時消費点 bは，無受給時の潜在能力のもとでの最

適点を，受給時消費点 b'は，受給時の潜在能力の

最適点を示す．図 1で仮定した選好のもとでは，無
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図 1．生活保護受給状態と無受給状態が同一潜在能力集合にあるケース

生活と自尊の両方が低下（bから bへ移行）し，次の 2つの方法が提示された．

b'= {受給して生活をより高める } ,

b={受給せずに自尊をより保つ }

もしこの 2つの点が，同一の潜在能力 Oにあるとしたら，そのうえで，個人が bにとど

まるとしたら，それは本人の選択によるといってよい．

個人の選好：bPbPb'個人の選択 b=C ( {b, b' } )，以前の選択 b=C ( {b, b, b' } )



受給時消費点 bの方がより高い評価をもたらすこと

がわかる．この状況で，個人が機能ベクトル点に関

する選好評価の制約付き最大化を求めて行動すると

したら，生活保護を受給しないことを選ぶだろう．

それに対して，図 4は，自尊よりも生活をより偏

重するように個人 1の選好が変化したことを表す．

この新たな選好のもとでは，無受給時消費点 bより

も受給時消費点 b'の方がより高い評価をもたらす．

この状況で，個人が機能ベクトル点に関する選好評

価の制約付き最大化を求めて行動するとしたら，生

活保護を受給することを選ぶだろう．

いずれにしても，機能ベクトルに関する選好の制
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図 3．ある個人が直面した選択問題―変容した潜在能力下での最適化行動―

図 2．所得―資産集合と資源利用能力の変容による潜在能力の変容―



約付き最大化行動を仮定する限り，通常の財空間上

の予算集合と同様に，潜在能力に関する情報は後景

に退く32）．潜在能力の役割が最適点の選択に還元さ

れるとしたら，潜在能力に属しながらも選ばれなか

った点は意味を失うであろう．極端には，最適点を

残してあとの点は不在であってもかまわないことに

なる．だが，これまでの記述から明らかであるよう

に，潜在能力をこの意味での「機会集合」に還元し

つくすことはできない．潜在能力に属する点はいず

れも選ぼうと思えば選ぶことのできる点であり，個

体としての個人の生を特徴づけるからである．

例えば，個人は，機能ベクトル上の選好について

は，生活保護受給を無受給より高く評価するものへ

変化させつつも，潜在能力の評価については以前の

ものを保持するかもしれない．すなわち，潜在能力

C（生活の低下と引き換えに自尊を高めることもで

きる）を，潜在能力 C'（生活の低下と引き換えに自

尊を高めることが禁じられている）よりも高く評価

する．このとき個人は，自分自身の機能ベクトル上

の選好と潜在能力上の評価との間の，解きがたいデ

ィレンマに立たされることになる．

（3）第三の潜在能力の出現と選択行動の変化

潜在能力に関する本人の評価を探るために，仮想

的に，次のようなケースを考察する．いま，生活保

護法第 4条を修正し，現在の生活保護給付額を維持

したまま，資産制限を緩和する政策がとられたとし

よう．それは「生活」との引き換えで実現される

「自尊」の達成可能性の範囲を拡張する．この拡張

された潜在能力のもとでの最適点を bとする（図

5）．いま，bは無受給時の最適点 bと同一の無差

別曲線上に位置したとしよう．このケースにおいて，

生活保護を受給するか否かを尋ねるとしたら，答え

は，本人の潜在能力上の評価に依存することになる

だろう．そして，自尊の達成可能性に関してはわず

かに無受給時の潜在能力に劣るものの，生活と自尊

のさまざまな組み合わせの可能性は，受給時の潜在

能力の方が大きく上回るとしたら，個人が生活保護

を申請する可能性は高まるに違いない．

（4）考察

以上，潜在能力アプローチに基づいて，生活保護

受給がもたらす帰結を推論した．結論としては次の

点が指摘される．現在の生活保護制度の目的は，受

給者の「生活」向上と退出（自立促進）におかれてい

る．両者はインセンティブ問題を別とすれば，補完

関係にあるといってよい．それに対して，受給者の

「自尊」を保つことは生活保護制度の目的としては
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図 4．機能ベクトル上の選好の変化後の最適点



明示化されていない．むしろ，現在の生活保護制度

は「生活」と「自尊」をトレードオフ関係に置く論

理を，換言すれば，受給者に，「生活」の恩恵を得

る代償として「自尊」の献上を求める論理を内包し

ている．制度を実際に運用する場面において，その

論理が顕わにされるとしたら，「自尊」を構成要素

とする個人の潜在能力は大きく歪められることにな

る．

7．結論

姉は 3度，福祉事務所に足を運んでいた．そうで

あるにもかかわらず，生活保護受給に至らなかった

のは，「（本人が）申請の意思を示さなかったからで

ある」と説明された．それが事実だとして，いった

い何が問題であったのだろうか．本稿の目的は，個

人の合理的な選択に深く入り込んでくる「非選択的

要素」を抽出しつつ，この問いを分析することにあ

った．

分析にあたって本稿は，経済学の基本的なフレー

ムワークを参照した．経済学は，伝統的に，所与の

制約条件のもとでの個人（経済主体）の選択行動に注

目し，また，個人的選択と集合的選択の関係を豊か

にとらえる理論枠組みを提供してきたからである．

ただし，伝統的な経済学は，個人の選択状況にはさ

ほど注意を払ってこなかった．経済現象の説明にお

いては，それがいかなるものであろうとも，「本人

の合理的な選択」と見なすことに意味があったから

である．

本稿もまた，姉が合理的な行動をとることを一貫

して仮定した．もっとも，ここでいう「合理性」は，

自己の選好を自律的に形成するのみならず，社会の

良識（共同体の感覚）を努めて感受し，社会的決定を

受容しようとすることをも含む点で，また，選択の

帰結（機能の達成）に対する選好のみならず，機会

（潜在能力）に対する選好評価をあわせもつ点で，通

常の経済学の仮定よりも広義であるが，矛盾するも

のではない．そのうえで，本稿は，個人の選択状況

と，選択する個人の主体性・個体性により接近する

目的で，「セン型社会的選択アプローチ」と「潜在

能力アプローチ」を採用した．分析結果は次のよう

に要約される．

セン型社会的選択アプローチに基づく分析は，社

会的決定の手続きが，個人の選好の自由な表明，パ

レート原理（集合的決定権），ならびに個人的決定権

の尊重といった条件をすべて満たしながらも，ある

個人を死に至らしめる可能性を浮き彫りにした．そ

れはまた，次のような考察をもたらした．姉は確か

に，自分の選好を自由に表明することができた．
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図 5．仮想的な選択状況―資産制限緩和策による潜在能力の改善―



「申請しない」ことを自分の「個人的決定権」とし

て斥けることもできた．けれども，自分と妹の利益

を守るために決定的に重要な情報が何であり，自分

の取り得る選択肢（行為）集合には本当のところ何が

含まれ，何が含まれないのか，その内容を理解し，

画定するプロセスに参加することはできなかった．

もしそうだとしたら，姉の行為主体的自由が保障さ

れていたとはいいがたい．

潜在能力アプローチに基づく分析は，次の点を明

らかにした．個人の福祉的自由を保障するためには，

ある機能の達成のみならず，それによって拓かれる

「潜在能力」に配慮する必要がある．現代社会では

「生活」と「自尊」の見通しをもつことが個人の生

に不可欠な重要性をもつ．だが，彼女が描きうる将

来の潜在能力像は厳しいものだった．生活保護の申

請をすれば，「生活」の見通しを高めることと引き

換えに，「自尊」の見通しを大きく狭める．申請し

なければ後者を高めることと引き換えに前者を狭め

るおそれがあった．もしここで，個人が，自らの意

思と行為で自己の潜在能力（達成可能性）を狭めてし

まわないという意味で，自由の棄却に抵抗しよう

―自由を棄却することは自殺行為に似ている―

とするとしたら，彼女は自由か死かという究極の選

択を迫られることになるだろう．個人にとってそれ

はあまりに重い選択である．

以上が，本事例に関して，セン型社会的選択アプ

ローチと潜在能力アプローチから導出された本稿の

―暫定的だが―結論である．最後に今後の課題

を記して結びに代えよう．

アリストテレスによれば，「選択」とは，「われわ

れの力の範囲内に属することがらについての思量的

な欲求」（アリストテレス，第三巻第三章：1971，98）

にほかならない．そして，「思量」とは，「いかなる

仕方で結果を見るであろうかの不明であるようなこ

とがら」を「おおかた」判断することを指す（アリ

ストテレス，同 96）．彼はいう．「ことがらの重大

である場合には，われわれは十分に判断しうるとい

う信頼を自分自身にかけることができなくなって，

「相談相手」（シュンブロイ＝一緒に思量してくれる

ひとびと）を仲間に引き入れる」のだ，と（同，96，

かっこ内は原文注）．

姉は，「重大なことがら」を一緒に思量してくれ

る「相談相手」を求めて，事務所を訪れた．だが，

そこで彼女に対面した職員は，「社会の良識」では

あっても，一緒に思量してくれる「相談相手」では

なかった．彼女は，「いかなる仕方で結果を見るで

あろうかが不明な」まま，判断することを迫られ，

意思決定をしたものの，アリストテレスのいう「選

択」は，ついぞなしえなかったおそれがある．

自分の取り得る行為の選択肢が何であるかを知る

ことができず，生活と自尊の見通しを描くうえで十

分な情報を得られず，選択するうえで不可欠な一緒

に思量してくれる相談相手もいなかったとしたら，

「本人が申請の意思を示さなかった」ことを，いか

なる意味で本人の自由意思の行使とみなせるのだろ

うか．

序で述べた関心を繰り返すと，本事件は，戦後日

本におけるリベラリズム思想の浸透と社会保障制度

の発展のただ中で起こった．本事件の要となる「申

請主義」は，個人の「選択の自由」を守る旗頭とさ

れている．だが，上記のように，個人は社会の良識

に配慮しながら自分の選好を形成し，さらに，自分

の意思を正統な手続きで反映する社会的決定を受容

して選択するのだとしたら，個人の選択（例えば

「申請意思を表示しない」）をただちに，本人の利益

に適ったものと見なすことは危険である．

「申請主義」は福祉国家の死角である，といえそ

うだ．だが，それが事実であるとして，それに代わ

るどんな方法がありえるのだろうか．そもそも個人

の意思と本人の利益との乖離が認知されるのは，選

択の結果，本人の不利益が顕わになってからであり，

事前に防止する一般的方策を立てることは難しい．

もちろん，本稿の分析から示唆されることはいくつ

かあった．「相談相手」としてのケース・ワーカー

の配置，いまある選択肢のヴァリエーションの創出，

現代日本で個人の生に不可欠な機能の抽出とその実

現手段となる資源の抽出など．これらは，目新しい

ものではなく，現代日本の福祉国家の枠内で十分に

可能な手立てである．

より本質的な問題はむしろ政策の履行を支える考

え方であろう．個人の選択は本人には制御しがたい

要因に影響され，それが個人に取り返しのつかない

不利益を与えるケースがあるとして，その数がごく

わずかだとしたら，それらは「残余」として放置さ

れる可能性がある．そうであれば，制度はもとより，

経済学の理論も人びとの認識も揺り動かされること
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はない．餓死者の総数は年間で 45人（男 31人，女

14人）ほどと推計されている（栄養衰弱死も含める

と約 2000人）33）．孤立死数は，東京都立川市で年間

40人前後である34）．

はたして，これらを残余として放置するのか，そ

れとも，何か対策をとろうとするのか，対策をとる

としたら，どういう論理で対策をとるのか．われわ

れのだれもがその人たちになりうるからとするのか，

国家の統治機構の強化と社会治安のためとするのか，

それとも，だれであれ，その人たち自身のためとす

るのか．どんなに数は少なくとも，その人たち自身

のために，いまある福祉国家を不断に改善し続けよ

うという意思と思想はいかにして形作られるのだろ

うか．別稿の課題としたい．

（一橋大学経済研究所）

【補論】

パレート派リベラル不可能性定理の解法の骨子

（i）すべての個人の権利領域（個々人の序列づけを

そのまま社会的評価に反映させる非空のペアワ

イズ集合）が相互に整合的となる権利体系を構

築する．

（ii）すべての選択肢上に構成される個々人の選好順

序から，本人が公共的に配慮されることを望む

部分（部分順序）を抽出し，「個人の公共的判断」

（順序）を構成する．この個人の公共的判断を含

む選好プロファイルをもとに，パレート原理を

再定義する Sen（1976）．

個人の「公共的判断」のヴァリエーション

例 1）「権利体系上の諸個人のランキングをすべて

反映」し，かつ，「他の個人の権利領域上の

ランキングに抵触する恐れのあるランキング

の表明を控える」（Sen, 1976）．

例 2）「権利体系上の諸個人のランキングをすべて

反映」し，かつ，「他者依存性をもたない選

好（本人の状態のみに焦点を当てた）をもつ」

（Suzumura, 1978）

例 3）「他の個人の権利領域上には無差別というラ

ンキングを形成する」（Hammond, 1995）．

定理のヴァリエーション

権利体系を尊重する「個人の公共的判断」を形成し

ようとする個人がいれば（少なくとも 1 人：Sen,

1976；Suzumura, 1978，全員：Hammond, 1995），

パレート原理と最小限の自由の原理は両立し，個人

の権利尊重型パレート拡張ルール（完備的）を構成で

きる．そのような個人の権利尊重型パレート拡張ル

ールをゲーム形式とするゲームを設計すれば，個々

人はどのような手番をとろうとも法に則った行為が

できる（Suzumura and Gotoh, 2001）．

注
＊ 本稿に関連する論文が，「地球温暖化問題の正

義論―グローバルな正義原理とその法制度化」研究

会（2015年 5月 16日，一橋大学），日本経済政策学会

第 72回全国大会（2015年 5月 30日-31日，国士舘大

学）「アマルティア・センの哲学とその政策的含意」

で報告された．参加者との討議に感謝する．また，一

橋大学政策フォーラム一橋大学経済研究所第 2回規

範経済学シンポジウム（科学研究費補助金基盤研究 A）

「自己の幻影，他者の不在―経済学の方法的省察

―」（2015年 11月 18日一橋講堂）における佐野亘氏

の有益なコメントに心より感謝する．

1） 全国「餓死」「孤立死」問題調査団「白石区姉

妹餓死事件をふまえて生活保護行政の改善を求める要

望書」2012（平成 24）年 5月 17日より．

2）「申請主義」の根拠法は「生活保護法第 7 条 1

項 保護は，要保護者，その扶養義務者又はその他の

同居の親族の申請に基いて開始するものとする．但し，

要保護者が急迫した状況にあるときは，保護の申請が

なくても，必要な保護を行うことができる」である．

3） 詳細については後藤（2015a）参照のこと．

4） Arrow, 19511963.

5） そもそも生活保護制度は社会福祉学の重要な柱

であり，重厚な研究蓄積がある．

6） 主たる分析素材は，「全国「餓死」「孤立死」問

題調査団への札幌市白石区長からの回答（札白石保一

第 309号，平成 24年（2012年）6月 28日），ならびに，

白石区福祉事務所の職員が説明に用いた「生活保護の

しおり」である．後者には次の記載がある．生活保護

を受給するためには，「精一杯働く」，「一生懸命仕事

を探す」「努力」が必要であること，また，生命保険，

マンション，その他「高価な物品」（親の遺産も含め

て）の「処分」が必要であること，受給できるのは，

「これらの努力をしてもなお生活に困る」場合に限ら

れる．この記述の根拠法は「補足性の原理」と呼ばれ

る生活保護法第 4条である．そこには，「民法（明治 29

年法律第 89号）に定める扶養義務者の扶養」にも言及

されている．

7） ケネス・アローの枠組みにおいては，「定義域

の普遍性」条件は，まずもって，社会的決定手続きは

論理的に可能なあらゆる選好プロファイル上に定義さ
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れるべし，というルールの普遍的性質をとらえるもの

だった．付記すれば，アローは，論理的に可能なあら

ゆる選択肢集合の任意の部分集合から非空の社会的選

択集合を導出すべし，という普遍性の要請をも仮定し

ていた．

8） いまだ社会的に実現されていないという意味で

は，例えば Gaertner, Pattanaik, Suzumura, 1992 論文

がゲーム形式でとらえた「自己の戦略を選択する自

由」概念と近い．ただし，選択された戦略はそのまま

本人の行為として社会的に現れ，社会状態を構成する

のだとしたら，個人の戦略集合それ自体が，「個人の

決定権」が賦与されたものとして理解される．

9） 次節の例が示すように，選択肢集合の中に，決

定権をもつ一対の選択肢とは別の選択肢がふくまれて

おり，後者がより優位とされる場合には，決定権をも

つ一対の選択肢において優位である選択肢は実現され

ない．

10） 詳細については後藤，2015a参照のこと．

11） The naming of ʻpositional independenceʼ here

owes to the concept of “positional objectivity”（Sen,

1993/2002）.

12） 定義域の普遍性」，「パレート無差別性条件」

（厳密には全員が一致して無差別であるときに，社会

的にも無差別とせよ）かつ「無関連対象からの独立性

条件」は「中立性条件」と同値となることが知られて

いる．センはこの「中立性条件」を「厚生主義」の語

で批判的にとらえた（Sen, 1979）．なお，「無関連対象

からの独立性」は「匿名性」とともに，「善の中立性」

と呼ばれる政治哲学概念と親和的である．

13） パレート派リベラル不可能性定理に関するセ

ン自身による証明が，定義域の普遍性に依拠して，個

人の権利とパレート条件が矛盾する選好プロファイル

が存在しうることを根拠としている．蓼沼宏一氏の指

摘に感謝する．

14） 道徳の合理的普遍化可能性への懐疑について

は Sen, 1966, 1967参照のこと．

15） 多数決ルールは普遍的ルールの代表例であろ

う．例えば，センの次の言葉を参照のこと．「自由を

調節できないことは多数決ルールの政治的限界であ

る」（Sen, 2014, 40）．

16） 個々人の選好は完備性と推移性を満たさない

が，非循環性を満たすので選択集合の非空性は保証さ

れる（Sen, 1970a）．

17） ここで定義される「社会的選択関数」は，

個々人の選好プロファイル集合を定義域とし，普遍集

合の部分集合の集合を値域する意味では，「社会的選

択汎関数」の一種であるが，対応する個々人の選好に

関して完備性が要求されない点，選択肢集合間の整合

性が要求されない点が通常の「社会的選択汎関数」と

は異なる（Sen, 1970a, 2002, ch. 3）．

18） これは，「申請する」ことと「求職する」こと

が独立した異なる選択肢であることを示している．例

として，前者に関しては生活保護制度の利用を，後者

に関しては後述する「求職者支援制度」の利用を意味

する場合が挙げられる．

19） 求職者支援制度とは，雇用保険を受給できな

い求職者に対し，（1）無料の職業訓練（求職者支援訓

練）を実施し，（2）本人収入，世帯収入及び資産要件等，

一定の支給要件を満たす場合は，職業訓練の受講を容

易にするための給付金を支給するとともに，（3）ハロ

ーワークが中心となってきめ細やかな就職支援を実施

することにより，安定した「就職」を実現するための

制度」を指す（「職業訓練の実施等による特定求職者の

就職の支援に関する法律施行規則（平成 23年厚生労働

省令第 93号）」，http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni

tsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyushokusha_shie

n/index.html参照のこと）．この制度の存在を示唆し

てくれた神林龍氏に感謝する．

20） 伝統的な定義は，個人の「私的領域」，すなわ

ち，他者の状態に変化をもたらさないケースに「個人

的権利」を限定する．それに対して，ここでは個人 1

の個人的決定権についても個人 2のそれについても，

本人の行為が及ぼす他者への影響を考慮に入れたうえ

で定義する．前者の解釈の方がパレート・リベラルパ

ラドックスの意味合いは強まるが，「個人的決定権」

それ自体の意味合いが弱まる．本稿の目的は，個人的

決定権間の矛盾，個人的決定権と本人の利益との矛盾

に関心があるので，「私的領域」の定義は採用しない．

21） カントによれば「共通感覚 sensus communis」

は，ある共同体の感覚 gemainshaftlicher Sinnの理念，

すなわち，「自分の反省のうちで他のあらゆるひとの

表象の仕方を思想のうちで（アプリオリに）顧慮する」

ことを指す．それは，「いわば相対的な人間理性と自

分の判断とを照らし合わせ」ことによって起こる．そ

の目的は，「容易に客観的とみなされかねない主観的

な個人的条件に基づいて，判断に不利な影響を及ぼす

かもしれない錯覚から逃れる」ことにある（カント，

1999, 180-181）．

22） Scanlon, 1982参照のこと．

23） これは，求職するなら，申請するかしないか

は本人の自由という判断を背後にもつ．ここに，｛求

職せずに申請する，求職せずに申請しない｝を個人 1

の決定権に加えたとしても結論は変わらない．

24） 注記すれば，2015年現在の日本の生活保護制

度で，生活保護を受給しながら求職する場合には，求

職者支援制度ではなく，「生業扶助」あるいは「自立

生活支援制度」を利用することになる．ただし，現実

には，この制度は，現在保護を受けている人の退出を

促進することにその目的が限定され，いまだ保護を受

けていない人の参入促進としては活用されていない可

能性がある．なお，ここでの結果は，上述の「申請す

る」と「求職する」の 2つが選択集合に残されたケー

スにおいて，第 3の基準として「選択肢の融合」，す

なわち，2つの選択肢の目的を部分的に実現する新た

な選択肢を創出する場合にも得られる．

25） 基本モデルの数学的定式化の詳細については

後藤（2014）参照のこと．

26） これらの仮定は最適点の存在と一意性を保証

するための十分条件である．

27） これは，実数値などの基数的尺度であること

までは要請されないことを意味する．

28） ここでは「申請しても受給できない」かもし

れないという不確実性の問題は排除する．ただし，例

えば「申請しても受給できない」ケースは，「自尊」，
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「ディーセントな生活」の両方において b点に支配さ

れた点 cに帰結するとして分析可能である．

29） Rawls 1971, Kant 1785=1972，243n参照のこ

と．

30） ここでいう所得と資産の相対価格とは普遍的

市場における両者の取引価格（例えば，資産の価格と

資産以外の諸財からなる合成財の価格との関係）であ

る．いわゆる劣化に伴う資産価値の低下は，資産の量

の減少として扱う．

31） 以下の分析では，無受給時には，所得が減少

し，かつ，（資産売却の影響により）所得に対する資産

の価格比が低下することを，受給時には，資産売却の

影響が，資産需要の減少によって相殺されるため，価

格比が以前と同一であることを仮定する．

32） ある個人が実現する機能ベクトル点は，（何で

あれ）所与の個人の潜在能力のもとで，個人が自己の

選好に照らして選択した最適点と解釈されるからであ

る．

33） 2011年人口動態統計より．

34） 立川市「高齢福祉課及び生活福祉課が把握し

た孤独死事例の一覧」平成 24年 9月決算特別委員会，

「歳出・一般会計 地域包括支援センター事業」より．
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